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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第155期

第１四半期累計期間
第156期

第１四半期累計期間
第155期

会計期間
自2019年４月１日
至2019年６月30日

自2020年４月１日
至2020年６月30日

自2019年４月１日
至2020年３月31日

売上高 （百万円） 3,180 2,687 11,517

経常利益 （百万円） 417 244 975

四半期（当期）純利益 （百万円） 288 167 675

持分法を適用した場合の投資利

益
（百万円） － － －

資本金 （百万円） 809 812 812

発行済株式総数 （千株） 3,221 3,229 3,229

純資産額 （百万円） 12,577 12,865 12,862

総資産額 （百万円） 20,151 19,399 19,620

１株当たり四半期（当期）純利

益
（円） 89.92 52.10 209.87

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益
（円） 89.37 51.85 208.83

１株当たり配当額 （円） － － 60.00

自己資本比率 （％） 62.3 66.2 65.5

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成していないので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については

記載しておりません。

２．当社は持分法の対象となる関連会社がないので、「持分法を適用した場合の投資利益」については記載して

おりません。

３．売上高には消費税等は含まれておりません。

 

２【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）財政状態及び経営成績の状況

①経営成績の状況

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響による実需の減退から急激

に景気が後退しており、大幅なマイナス成長が見込まれております。

世界経済についても、新興国を含むグローバルな感染拡大を受けて、感染拡大防止策とのトレードオフによる世

界的なサービス消費の低迷が長期化しており、世界経済が正常化するには相当の時間がかかる見込みであります。

新型コロナウイルス感染症の影響も加わり、内航海運においては貨物船の主要貨物である鉄鋼製品の海上輸送が

減少し船腹過剰状態になるとともに、鉄鋼オペレーターは支配下船を数グループに分けて順番に共同係船を実施す

る自衛策を取っております。結果、新造船建造の動きは非常に鈍く、内航造船所の手持ち工事量が減少していま

す。2020年９月に代替建造制度（暫定措置事業）が終了し、納付金不要で建造可能な体制に移行することで新造船

の建造需要が喚起されると見ておりましたが、荷動きが元に戻るまでは新規の引合案件にはつながりにくい見込み

であります。一方、油タンカー、ケミカルタンカー業界は以前から若者のクルマ離れによる国内ガソリン需要の減

少が課題となっておりましたが、貨物船ほどの急激な荷動きの減少には直面しておらずコンスタントに輸送を行っ

ており、将来的に老朽船の代替建造需要につながることを期待しております。

海外案件につきましては、米中貿易摩擦の問題に新型コロナウイルス感染症の拡大が加わり、韓国・中国の動き

が減速しております。一方、アジア地区を中心に貨物船やタンカーの代替建造案件が見えつつあり、同感染症の流

行が一段落したのちは将来の実需につながるものと期待しております。

このような企業環境のもと、当第１四半期累計期間の経営成績につきましては、受注高は、部分品における前年

同期の特需に係る受注相当分がなくなりましたが、主機関の受注がカバーして、前年同期比9.7％増の2,284百万円

となりました。売上高は、主機関、部分品とも減少し、同15.5％減の2,687百万円となりました。受注残高は、主

機関の受注高が販売に見合わず、同34.2％減の2,451百万円となりました。

損益面につきましては、部分品の特需効果の消失や生産高の減少が影響し、コストダウンや経費節減に注力した

ものの、営業利益は241百万円（前年同期比40.9％減）、経常利益は244百万円（同41.4％減）となり、四半期純利

益は167百万円（同41.9％減）となりました。

事業区分別では、主機関の売上高は、微減の国内売上に、輸出の大幅減少が重なり、1,396百万円（前年同期比

21.8％減）となりました。部分品・修理工事の販売は、海外特需効果が消失したため輸出が大幅減少となり、国内

販売がカバーしたものの、1,291百万円（同7.4％減）となりました。

②財政状態の分析

当第１四半期会計期間末における流動資産は10,446百万円となり、前事業年度末に比べ248百万円減少いたしま

した。これは主に現金及び預金が264百万円減少したことによるものであります。固定資産は8,952百万円となり、

前事業年度末に比べ27百万円増加いたしました。これは主に投資有価証券が40百万円増加したものの、有形固定資

産が21百万円減少したことによるものであります。この結果、総資産は、19,399百万円となり、前事業年度末に比

べ221百万円減少いたしました。

当第１四半期会計期間末における流動負債は3,571百万円となり、前事業年度末に比べ258百万円減少いたしまし

た。これは主に未払法人税等が98百万円、前受金が97百万円、賞与引当金が105百万円減少したことによるもので

あります。固定負債は2,962百万円で、前事業年度末に比べ34百万円増加いたしました。これは主に退職給付引当

金が17百万円、その他に含まれる預り営業保証金が22百万円増加したことによるものであります。この結果、負債

合計は、6,534百万円となり、前事業年度末に比べ224百万円減少いたしました。

当第１四半期会計期間末における純資産合計は12,865百万円となり、前事業年度末に比べ2百万円増加いたしま

した。これは主に利益剰余金が25百万円減少したものの、その他有価証券評価差額金が28百万円増加したことによ

るものであります。この結果、自己資本比率は66.2％（前事業年度末は65.5％）となりました。
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(2）経営方針・経営戦略等

当第１四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

 

(3）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第１四半期累計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はあり

ません。

 

(4）研究開発活動

当第１四半期累計期間における研究開発活動の金額は、19百万円であります。

なお、当第１四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 8,000,000

計 8,000,000

 

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数（株）
（2020年６月30日）

提出日現在発行数
（株）

（2020年８月７日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 3,229,400 3,229,400
東京証券取引所

（市場第二部）
単元株式数100株

計 3,229,400 3,229,400 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、2020年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
 

（千円）

資本金残高
 

（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

2020年４月１日～

2020年６月30日
－ 3,229,400 － 812,843 － 54,669

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2020年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

 

①【発行済株式】

    2020年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 9,800

完全議決権株式（その他） 普通株式 3,211,300 32,113 －

単元未満株式 普通株式 8,300 － １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数  3,229,400 － －

総株主の議決権  － 32,113 －

 （注）「単元未満株式」の株式数欄には当社所有の自己株式33株が含まれております。

②【自己株式等】

    2020年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）

阪神内燃機工業株式会社
神戸市中央区海岸通８ 9,800 － 9,800 0.30

計 － 9,800 － 9,800 0.30

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第

63号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（2020年４月１日から2020年

６月30日まで）及び第１四半期累計期間（2020年４月１日から2020年６月30日まで）に係る四半期財務諸表につい

て、ひびき監査法人による四半期レビューを受けております。

なお、当社の監査法人は次のとおり交代しております。

第155期事業年度　有限責任監査法人トーマツ

第156期第１四半期会計期間及び第１四半期累計期間　ひびき監査法人

 

３．四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(2020年３月31日)
当第１四半期会計期間
(2020年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,485,255 5,220,997

受取手形及び売掛金 2,945,275 2,915,834

製品 532,127 421,468

仕掛品 778,448 897,958

原材料及び貯蔵品 867,855 932,448

その他 94,786 67,244

貸倒引当金 △8,600 △9,300

流動資産合計 10,695,150 10,446,651

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 1,110,563 1,101,982

構築物（純額） 147,343 145,631

機械及び装置（純額） 325,582 332,254

車両運搬具（純額） 10,612 8,325

工具、器具及び備品（純額） 173,880 156,711

土地 5,817,871 5,817,871

建設仮勘定 15,170 17,057

有形固定資産合計 7,601,025 7,579,835

無形固定資産 54,290 73,989

投資その他の資産   

投資有価証券 634,654 675,618

その他 665,314 652,950

貸倒引当金 △29,700 △29,700

投資その他の資産合計 1,270,269 1,298,869

固定資産合計 8,925,584 8,952,693

資産合計 19,620,735 19,399,345

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,905,979 1,907,530

未払法人税等 183,742 85,181

前受金 627,020 529,923

賞与引当金 210,000 104,100

製品保証引当金 82,432 56,798

受注損失引当金 45,800 76,200

その他 774,706 811,411

流動負債合計 3,829,680 3,571,145
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(2020年３月31日)
当第１四半期会計期間
(2020年６月30日)

固定負債   

再評価に係る繰延税金負債 1,473,294 1,473,294

退職給付引当金 1,205,712 1,222,950

その他 249,435 266,731

固定負債合計 2,928,442 2,962,976

負債合計 6,758,123 6,534,121

純資産の部   

株主資本   

資本金 812,843 812,843

資本剰余金 54,669 54,669

利益剰余金 8,525,216 8,499,766

自己株式 △12,960 △12,960

株主資本合計 9,379,767 9,354,318

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 119,636 147,697

土地再評価差額金 3,344,541 3,344,541

評価・換算差額等合計 3,464,178 3,492,239

新株予約権 18,666 18,666

純資産合計 12,862,611 12,865,223

負債純資産合計 19,620,735 19,399,345
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（２）【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期累計期間
(自　2019年４月１日
　至　2019年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年６月30日)

売上高 3,180,563 2,687,466

売上原価 2,184,496 1,917,413

売上総利益 996,066 770,052

販売費及び一般管理費 587,533 528,502

営業利益 408,532 241,550

営業外収益   

受取利息 284 288

受取配当金 1,131 1,019

為替差益 － 212

訴訟損失引当金戻入額 6,400 －

その他 3,927 2,068

営業外収益合計 11,743 3,589

営業外費用   

為替差損 1,116 －

賃貸費用 849 38

その他 493 377

営業外費用合計 2,460 415

経常利益 417,815 244,724

税引前四半期純利益 417,815 244,724

法人税等 129,000 77,000

四半期純利益 288,815 167,724
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【注記事項】

（四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第１四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後

の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り）

新型コロナウイルス感染症による影響は、営業収益等への影響が予想される海外案件について、当事業年度下

半期において概ね回復する仮定に基づき、会計上の見積り（税金費用の計算、固定資産減損の兆候判定）を行っ

ております。

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間
（自 2019年４月１日
至 2019年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自 2020年４月１日
至 2020年６月30日）

減価償却費 91,275千円 85,655千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期累計期間（自 2019年４月１日 至 2019年６月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年５月14日

取締役会
普通株式 144,532 45.00 2019年３月31日 2019年６月10日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第１四半期累計期間（自 2020年４月１日 至 2020年６月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年５月18日

取締役会
普通株式 193,174 60.00 2020年３月31日 2020年６月９日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社は舶用機関関連事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下

のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間
（自 2019年４月１日
至 2019年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自 2020年４月１日
至 2020年６月30日）

(1）１株当たり四半期純利益 89円92銭 52円10銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益（千円） 288,815 167,724

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 288,815 167,724

普通株式の期中平均株式数（千株） 3,211 3,219

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 89円37銭 51円85銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（千株） 19 15

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前事業年度末から重要な変動があったものの概

要

－ －
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（重要な後発事象）

（ストックオプションとしての新株予約権の発行）

当社取締役及び上席執行役員に対し、ストックオプションとして新株予約権を発行することについて、2020年

８月３日開催の当社取締役会において下記のとおり決議いたしました。

 

（1）新株予約権の総数 17個

（2）新株予約権の割当対象者及びその人数並びに割当てる新株予約権の数

当社取締役及び上席執行役員７名 17個

（3）新株予約権の目的である株式の種類及び数

新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の数（以下、「付与

株式数」という。）は200株とする。

当社が株式分割、又は株式併合を行う場合、次の算式により付与株式数を調整するものとする。ただし、かか

る調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数について行わ

れ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率

また、上記の他、割当日後、当社が合併、会社分割又は株式交換を行う場合及びその他これらの場合に準じて

付与株式数の調整を必要とする場合、当社は、当社取締役会において必要と認める付与株式数の調整を行うこ

とができる。

（4）新株予約権の行使時の払込金額   １株当たり１円

（5）新株予約権の行使期間   2020年９月19日～2050年９月18日

（6）新株予約権の行使の条件

① 新株予約権者は、当社の取締役及び執行役員の地位を喪失した日の翌日から10日間以内（10日目が休日に

当たる場合には翌営業日）に限り、新株予約権を行使することができる。

② 上記①にかかわらず、当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、当社が分割会社となる分割契約若しく

は分割計画承認の議案、当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案につき、当社

株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社取締役会決議または会社法第416条第４項の

規定に従い委任された執行役の決定がなされた場合）、当該承認日の翌日から30日間に限り新株予約権を行使

できるものとする。ただし、組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項に従って新株予約権者に再編

対象会社の新株予約権が交付される場合を除くものとする。

③ その他の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところ

による。

（7）新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価額及び資本組入額

① 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第1項

に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じる場合は、こ

れを切り上げるものとする。

② 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金等

増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

（8）新株予約権の譲渡に関する事項

譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するものとする。

 

２【その他】

2020年５月18日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

（イ）配当金の総額………………………………………193,174千円

（ロ）１株当たりの金額…………………………………60円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2020年６月９日

（注）2020年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いました。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2020年８月５日

阪神内燃機工業株式会社

 取 締 役 会 御 中

 

ひ び き 監 査 法 人

大 阪 事 務 所

 

 
代 表 社 員
業務執行社員

 公認会計士 渡部 靖彦   印

 

 
代 表 社 員
業務執行社員

 公認会計士 坂東 和宏   印

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている阪神内燃機工業

株式会社の2020年４月１日から2021年３月31日までの第156期事業年度の第１四半期会計期間（2020年４月１日から2020

年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（2020年４月１日から2020年６月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわ

ち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、阪神内燃機工業株式会社の2020年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終

了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められな

かった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任」に

記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人

としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断してい

る。

 

四半期財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切である

かどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関する

事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論

付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四半期財

務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事項が適切でない場合

は、四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、四半期レ

ビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなく

なる可能性がある。

・　四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準

拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期財務諸表の表示、

構成及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認めら

れないかどうかを評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

 

その他の事項

会社の2020年３月31日をもって終了した前事業年度の第１四半期会計期間及び第１四半期累計期間に係る四半期財務諸

表並びに前事業年度の財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって四半期レビュー及び監査が実施されている。前任監査

人は、当該四半期財務諸表に対して2019年８月８日付で無限定の結論を表明しており、また、当該財務諸表に対して2020

年６月18日付で無限定適正意見を表明している。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 

EDINET提出書類

阪神内燃機工業株式会社(E01471)

四半期報告書

16/16


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析
	３経営上の重要な契約等

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	①ストックオプション制度の内容
	②その他の新株予約権等の状況

	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）発行済株式総数、資本金等の推移
	（５）大株主の状況
	（６）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期財務諸表
	（１）四半期貸借対照表
	（２）四半期損益計算書
	第１四半期累計期間
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

